
 

   山田町地域企業経営継続支援事業費補助金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１ 新型コロナウイルス感染症の影響により困窮する中小企業者の経

営の継続を支援し、地域経済の維持を図るため、地域企業経営継続支

援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その

交付に関しては、山田町補助金交付規則（昭和５３年山田町規則第４

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定める

ところによる。 

（用語の定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の

定めるところによる。 

 (1) 中小企業者とは、中小企業支援法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項に規定する中小企業者及び町長が特に認める者をいう。 

 (2) 家賃とは、中小企業者が事業の用に供するために賃借している建

物及び土地の賃貸借契約に定める賃借料又は、これに相当する利用

契約等に定める利用料等の月額をいう。  

（補助金の交付基準） 

第３ 山田町は、この補助金を別表１及び別表２の基準により交付する

ものとする。 

（補助金の交付申請） 

第４ 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

補助金交付申請書（様式第１号）を、町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第５ 町長は、第４の申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地

調査等により、当該申請に係る補助金を交付すべきと認めたときは、

補助金の交付決定をするものとする。 

２ 町長は、交付決定をする場合において、次の各号に掲げる事項を条

件として交付するものとする。  

 (1) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳

簿及び証拠書類を補助事業終了の翌年度（４月１日から翌年３月末

日までの期間をいう。以下同じ）から起算して５年間保管しておか

なければならない。 

(2) 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければ

ならない。 



３ 町長は、交付決定等の内容及びこれに付した条件を、補助金交付

決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。  

（申請の取下げ） 

第６ 第５の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該

通知に係る交付決定の内容に不服があるときは、当該通知を受け取っ

た日から起算して１５日以内に、申請の取下げをすることができる。

ただし、町長が特に必要と認めるときは、この期日を繰り上げること

ができる。 

２ 前項の取下げがあったときは、当該申請に係る交付決定は、なかっ

たものとみなす。 

（変更の申請） 

第７ 補助事業者は、補助事業の内容または金額の変更（２０％を超え

ない範囲における交付決定後の軽微な減額変更を除く。）を行おうと

するときは、変更交付申請書（様式第３号）を町長に提出しなければ

ならない。 

２ 町長は、前項の申請について変更すべきものと認めたときは、その

旨を第５第３項に準じて通知するものとする。  

（事業の中止又は廃止の承認申請）  

第８ 補助事業者は、補助事業の中止又は廃止を行おうとするときは、

その旨を記載した申請書を、事業を中止又は廃止しようとする日の２

０日前までに町長に提出しなければならない。  

２ 町長は、前項の申請に対し、申請事項を承認すべきものと認めたと

きは、その旨を当該申請者に通知するものとする。  

（実績報告） 

第９ 補助事業者は、補助事業が終了したときは、補助金実績報告書兼

請求書（様式第４号）を、補助事業の終了した日から起算して２０日

を経過するまでに町長に提出しなければならない。ただし、町長が特

に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めるときは、この

期日を繰り下げることができる。  

（補助金の額の確定） 

第１０ 町長は、第９の実績報告があった場合において、当該報告に係  

る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査により、当該事業の成果

が交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額

を確定し、補助金額確定通知書（様式第５号）により当該補助事業者

に通知するものとする。 



２ 前項の通知は、第５で通知している交付決定額と確定額とが相違す

る場合についてのみ行うこととする。 

（補助金の支払い） 

第１１ 町長は、第１０の額の確定を行った後、補助金を交付する。  

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは補助

事業者が提出する補助金概算払請求書（様式第６号）により概算払い

をすることができる。 

（交付決定の取り消し） 

第１２ 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。  

(2) 虚偽の申請、その他不正な手段により、補助金の交付決定を受け

たとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、補助事業に関して、規則若しくはこ

の要綱の規定に基づく町長の指示又は交付決定の内容若しくはこれ

に付した条件に違反したとき。  

２ 町長は、前項の取り消しの決定を行った場合には、その旨を当該補

助事業者に通知するものとする。  

（補助金の返還） 

第１３ 町長は、第１２の取消しを決定した場合又は第８の廃止を承認

した場合において、当該取消し又は廃止に係る部分に関し、すでに補

助金が交付されているときは、当該決定の翌日から起算して１５日以

内の期限を定めて、その返還を命ずるものとする。  

２ 町長は、やむを得ない事情があると認めたときは、前項の期限を延

長することができる。 

（延滞金） 

第１４ 補助事業者は、第１３の規定により補助金の返還を命じられ、

これを期限までに納付しなかったときは、納期日の翌日から起算して

納付の日までの日数に応じ、当該未納付額（その一部を納付した場合

におけるその後の期間については、当該納付額を控除した額）に年１

０．９５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を山田町に納付し

なければならない。 

（暴力団排除に関する誓約） 

第１５ 補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項につい

て補助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出を

もってこれに同意したものとみなす。 



（補則） 

第１６ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第３関係） 

補助金交付基準 

項目 内容 

補助対象者 山田町に事業所を有する中小企業者  

補助対象業種 別表２のとおり 

補 助 金 の 対 象

となる経費 

補助事業者が支払った令和２年４月１日から令和

２年９月３０日までの間の連続する３月以内の家

賃（消費税及び地方消費税相当額並びに水道光熱

費等の変動する経費を除く。）  

補助要件 (1) 令和２年４月から令和２年９月の間のいずれ

か１月の売上が前年同月と比較して５０パーセ

ント以上減少している者又は申請した月に休業

した者であって、申請月の売上が前年同月と比

較して５０パーセント以上減少すると見込まれ

る者であること（売上の実績が確認できる者に

限る。）。なお、申請日時点で創業から１年を

経過していない者にあっては、創業から申請日

の直近月までのいずれか１月の売上を前年同月

の売上とみなすこととする。 

(2) 令和２年２月から令和２年９月の間のいずれ

か３月の売上の合計が前年同期と比較して 30

パーセント以上減額している者。なお、申請日

時点で創業から１年を経過していない者にあっ

ては、連続する３月より前のいずれか１月の売

上を３倍したものを前年同期の売上とみなすこ

ととする。 

(3) 原則として、別表２に定める業種（以下「指

定業種」という。）を営む者であること。  

(4) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第５号に規定する性風俗関連特殊営業を行って

いないこと。 

(5) 補助事業者が賃借する不動産が補助事業者

の役員又は役員が経営する法人若しくは補助事

業者と生計を一にする者の名義となっていない

こと。 

補助率 ２分の１以内 

補助限度額 家賃１月分ごとに１０万円を上限とする。  

対象期間 令和２年４月１日から令和２年９月３０日まで  



 

別表２（第３関係） 

日本標準産業分類に掲げる産業のうち、次に掲げる業種 

産業分類 

中分類番号 

（参考） 

業   種 

３９ 情報サービス業 

４０ インターネット付随サービス業 

４３ 道路旅客運送業（一般乗用旅客自動車運送業等） 

４４ 道路貨物運送業（一般貨物自動車運送業、貨物軽自動車運送業等） 

５６ 各種商品小売業 

５７ 織物・衣服・身の回り品小売業 

５８ 飲食料品小売業 

５９ 機械器具小売業 

６０ その他の小売業(家具・建具・畳、金物・陶磁器・ガラス器、医

薬品・化粧品、燃料、書籍・文房具、スポーツ用品・玩具・楽器、

写真機・時計・眼鏡、たばこ・花・建築材料・ペット小売業等) 

７３ 広告業 

７５ 宿泊業 

７６ 飲食店 

７７ 持ち帰り・配達飲食サービス業 

７８ 洗濯・理容・美容・浴場業 

７９ その他の生活関連サービス業（衣服裁縫修理業、冠婚葬祭業等） 

８０ 娯楽業 

８２ その他の教育、学習支援業(学習塾、音楽教授業・書道教授業 

・生花・茶道教授業等) 

８３ 医療業（療術業等） 

８５ 社会保険・社会福祉・介護事業（老人福祉・介護事業、障がい者

福祉事業等） 

８９ 自動車整備業 

９０ 機械等修理業 

９２ その他の事業サービス業(複写業、ビルメンテナンス業、警備業、 

看板書き業等） 

 



別紙（第１５関係） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内

及び完了後においても、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたし

ます。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方

が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記  

 

１  法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等

の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体で

ある場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する

などしているとき。 

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力

し、若しくは関与しているとき。  

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会

的に非難されるべき関係を有しているとき。  

 


